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1

本計画の概要

1 . 計画策定の背景
立科町は、 昭和33（ 1 95 8） 年に町制を施行し 、 計画的な町政を行う ため、 長期振興計画を策

定し 、 日常生活に必要なインフラ の整備、 教育・ 生涯学習などの心を育む取組みの充実、 町内産

業の振興、 医療・ 福祉の提供体制の整備などを推進してきました。

「 第5 次振興計画」 が令和6（ 20 24 ） 年までで終了することから、 これからの社会環境の変化や

町内の状況を想定し 、次の1 0年間（ 令和7（ 2 0 25 ）～16（ 2 03 4） 年度） の政策の方向性を定め

ます。

2 . 計画策定の考え方
当町を取り 巻く 環境・ 社会構造が大きく 変化し 、 そし て今後、 それら が一層、 大きく 速く 厳しく

なる傾向にあることを踏まえ、限られた町行政の経営資源を有効活用しながら、持続可能な地域社

会を構築するため、 策定方針を以下のよう に定めます。

① 計画の名称

これまで当町では、 町で策定する最上位と なる計画の名称を「 振興計画」 としてきましたが、 第

6 次計画では、名称を「 振興計画」 から「 総合計画」 へ変更します。 少子高齢化が進行し、社会の

構造が大きく 変化しており 、 この変化のなかで持続可能な成熟した社会に転換していく こと が求め

られる時代を迎えていることから、「 も のごとを盛んにする」 と いう 意味をも つ「 振興計画」 ではな

く 、 様々な難し い課題に対して、 広い視野と 柔軟な発想をもって対応していく 意味を込めて「 総合

計画」 としました。

② 主要計画と の統合

当町では、少子高齢化に対応し 、人口減少に歯止めをかけることを目指すために、平成2 7（ 2 01 5）

年度より「 立科町総合戦略」 を策定し、 第5 次振興計画と 共通の成果指標を設定して推進を図って

きましたが、 より 効率的・ 効果的に計画行政を推進するため、「 第6 次総合計画（ 以下、 本計画）」

では、 総合計画と 総合戦略を一体化して策定します。

③ 計画の性格・ 内容

本計画は、 従来よりもシンプルな表現・ 内容の計画とします。 財政が厳しく なる中で、 全ての施

策・ 事業に注力することは難しいため、 計画の内容も 総花的ではなく 、 特に重点的に取組む施策・

事業が明確になるように記載します。 このことにより 、 重点的な取組みに資源を集中さ せ、 まちづ

く りの成果を大きなも のにしていきます。
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基本構想 ［ 令和7 ～1 6 年度］

　 当町の目指す将来像を 描き 、 その実現のために進むべき 方向性である まちづく り の基本目標を 示すも のです。

基本計画 前期［ 令和7～1 1 年度］　 後期［ 令和1 2～1 6 年度］

　 基本構想を 実現する ために必要な施策を 体系的に示すも ので、 1 期5 年と し て、 前期・ 後期に分けて策定し ます。

　 本計画では、 基本計画においてメ リ ハリ を つける ために、 基本目標毎にプロ ジェ ク ト と 重点目標を 設定し ています。 こ

れら は、 今回統合する 「 総合戦略」 の施策・ KPIと 対応し ています。

実施計画 ［ 毎年度ロ ー リ ン グ ］

　 基本計画に示し た施策を 計画的かつ効率的に実施する ため、 各施策分野における 主要な事業の内容及び規模の概要を 示

すも のです。 計画期間は3 か年と し 、 毎年ロ ーリ ン グ（ 見直し ） を 行います。

3 . 計画の構成と 期間
本計画の構成は、 基本構想、 基本計画及び実施計画の3 層で構成します。

計画期間は、 基本構想を1 0 年間、 基本計画は前期・ 後期のそれぞれ5年間とします。

▼ 計画の推進期間と 主要計画と の関係

【 実施計画】

【 基本構想】

【 基本計画】

施　 策

将来像

重点プロ ジェ ク ト
重点目標

施策を実現するための
具体的な手段・ 予算

全分野の施策・ 事業の方向性

事務・ 事業

まちと し て特に注力する施策・
重点に基づく 数値目標
「 総合戦略に対応」

将来のまちの
あり たい姿

▼ 計画の推進期間と 主要計画と の関係

基本構想

基本計画

総合戦略

基本構想 基本構想（ 1 0 ヵ 年）

後期基本計画
前期基本計画（ 5 ヵ 年） 後期基本計画（ 5 ヵ 年）

令和７
（ 2 0 2 5 ）

令和1 6
（ 2 0 3 4 ）

令和1 1
（ 2 0 2 9 ）

第6 次 総合計画第5 次 振興計画

重点プロジェ ク ト ・ 重点目標 重点プロジェ ク ト ・ 重点目標
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外部環境の変化と上位政策

1 . 少子化・ 高齢化の進行
わが国の人口のピークは平成2 0（ 2 0 08 ） 年の1億28 0 8万人で長期減少期に入っており 、 令和

5 2（ 20 7 0） 年には、 総人口が90 0 0万人を割り 込み、 高齢化率は3 9％程度になると 予測さ れて

います。 若年層の減少と 高齢層の増加により、 社会保障システムの維持、 労働人口の確保など多

方面に大きな影響が出ること が懸念さ れています。

政府は、令和1 2（ 20 3 0） 年までが少子化対策のラスト チャンスであるとして、若者も 含めた「 こ

ども 施策」 の充実を図る政策を打ち出しています。

2 . デジタ ル化の進展
世界のデジタ ル化が急速に進んでおり 、 先進国だけでなく 、 新興国においても デジタ ル技術を

活用した新たなビジネスやサービスの開発と 導入が進んでいます。 AI（ 人工知能）、 Io T、 ビッグ

データ 活用、 ロボット 、 自動運転などが生活や事業活動の中で活用さ れ、 利便性が向上する一方

で、 新たな問題も 発生しています。

政府は、 地域におけるD Xの徹底により、 急激な人口減少社会に対応する「 デジタ ル田園都市構

想」 を打ち出し 、 社会的課題解決と 経済成長を実現することを目指しています。

3 . 持続可能な開発の必要性
現代の世代の利益を最大化するのではなく 、 長期的な視野にたった開発や思考が求めら れてい

ます。

国連は、 持続可能な開発目標（ SD Gs） を設定し 、 気候変動対策・ 貧困削減・ 平和の構築など、

私たちが直面する重要な問題に取組むための枠組みとして令和1 2（ 20 3 0） 年までの目標を設定

しました。 政府も 令和32（ 2 05 0 ） 年のカーボンニュート ラルの実現を宣言しています。

4 . アフ タ ーコ ロナのイ ンバウンド の再開
新型コロナウイ ルス感染拡大によって、 世界的に人の流れが減少し 、 対面での接触が大幅に制

限さ れました。 この影響によって、 対面型の産業に打撃があったほか、 地域コミ ュニティ での会合

やイベント 等の活力が低下する等の影響が生じています。コロナ前と 後では生活様式にも 変化が見

られます。

再開した人の流れを日本に引き込むため、 政府は令和12（ 2 03 0 ） 年の訪日外国人の訪日客数

と 消費額の目標を設定しています。
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3

町の状況と今後の見通し

1 . 町の人口の推移と 将来の見通し
当町の人口は、平成7（ 1 99 5 ） 年から 減少が続き、今後も 減少が続く 見通しであることから 、令

和4（ 2 0 22 ） 年に過疎地域指定を 受けまし た。 第5 次振興計画では人口減少抑制目標を令和6

（ 20 2 4） 年に7 ,0 0 0人としましたが、 実績は目標を下回っており 、 加えて社人研による推計値も 令

和元年推計から令和5年推計にかけて人口減少の加速が見込まれ、このままでは、今後も 目標と の

差が拡大していく 見通しです。 総合戦略の目標としていた出生数4 0人の維持、 転出入の均衡につ

いても 、 目標を下回っています。

▼ 総人口の推移と 将来推計

出典： 令和2 （ 2 02 0 ） 年までは国勢調査、 令和7 （ 20 2 5） 年以降は社人研推計値（ 令和5 （ 2 02 3 ） 年）

人口減少抑制目標 7 ,0 0 0 人（ 令和6 （ 2 0 2 4 ） 年）

1 ,5 5 4  1 ,3 8 3  1 ,2 4 8  1 ,1 0 4  9 4 2  7 8 7  6 2 4  5 0 9  5 0 9  4 2 0  4 2 0  3 5 3  3 5 3  3 1 5  3 1 5  2 7 8  2 7 8  

5 ,4 3 1  
5 ,3 2 6  5 ,2 0 0  4 ,7 9 9  4 ,4 8 9  

4 ,0 3 8  
3 ,5 4 1  

3 ,1 6 2  
2 ,7 9 4  2 ,4 2 0  2 ,0 2 4  1 ,7 3 2  

1 ,6 9 5  2 ,0 0 3  2 ,1 5 0  
2 ,2 3 3  2 ,2 7 6  

2 ,4 4 0  2 ,4 4 7  
2 ,4 2 9  

2 ,4 2 4  
2 ,3 9 3  

2 ,3 3 9  
2 ,1 9 4  

8 ,6 8 0  8 ,7 1 2  8 ,5 9 8  
8 ,1 3 6  

7 ,7 0 7  
7 ,2 6 5  

6 ,6 1 2  
6 ,1 0 0  

5 ,6 3 7  
5 ,1 6 6  

4 ,6 7 8  
4 ,2 0 5  

0 .0

1 0 .0

2 0 .0

3 0 .0

4 0 .0

5 0 .0

6 0 .0

0

2 ,0 0 0

4 ,0 0 0

6 ,0 0 0

8 ,0 0 0

1 0 ,0 0 0

1 2 ,0 0 0

平成2 年
（ 1 9 9 0 年）

平成7 年
（ 1 9 9 5 年）

平成1 2 年
（ 2 0 0 0 年）

平成1 7 年
（ 2 0 0 5 年）

平成2 2 年
（ 2 0 1 0 年）

平成2 7 年
（ 2 0 1 5 年）

令和2 年
（ 2 0 2 0 年）

令和7 年
（ 2 0 2 5 年）

令和1 2 年
（ 2 0 3 0 年）

令和1 7 年
（ 2 0 3 5 年）

令和2 2 年
（ 2 0 4 0 年）

令和2 7 年
（ 2 0 4 5 年）

年少人口 生産年齢人口 老年人口 高齢化率

実績値 推計値

（ 人） （ ％）

▼ 人口減少抑制目標と 実績値

出典： 実績は国勢調査、 目標人口は立科町人口ビジョ ン（ 令和2 （ 2 0 20 ） 年・ 何れも 外国籍の住民を含む）
※社人研推計値（ 令和元（ 2 0 18 ） 年） は、 第5 次人口ビジョ ン策定時の推計値

8 ,6 8 0  8 ,7 1 2  8 ,5 9 8  

8 ,1 3 6  
7 ,7 0 7  

7 ,2 6 5  

6 ,6 1 2  

6 ,9 7 2  
6 ,7 0 3  

6 ,4 6 1  

6 ,2 0 2  
5 ,9 1 6  

5 ,6 6 2  5 ,6 6 2  
6 ,8 0 2  

6 ,3 5 4  

5 ,9 3 8  

5 ,5 2 3  
5 ,0 8 0  

4 ,6 4 6  4 ,6 4 6  

6 ,1 0 0  

5 ,6 3 7  

5 ,1 6 6  

4 ,6 7 8  

4 ,2 0 5  

3 ,0 0 0

4 ,0 0 0

5 ,0 0 0

6 ,0 0 0

7 ,0 0 0

8 ,0 0 0

9 ,0 0 0

1 0 ,0 0 0

平成2 年
（ 1 9 9 0 年）

平成4 年
（ 1 9 9 5 年）

平成1 2 年
（ 2 0 0 0 年）

平成1 7 年
（ 2 0 0 5 年）

平成2 2 年
（ 2 0 1 0 年）

平成2 7 年
（ 2 0 1 5 年）

令和2 年
（ 2 0 2 0 年）

令和7 年
（ 2 0 2 5 年）

令和1 2 年
（ 2 0 3 0 年）

令和1 7 年
（ 2 0 3 5 年）

令和2 2 年
（ 2 0 4 0 年）

令和2 7 年
（ 2 0 4 5 年）

実績 令和2 年当時の目標人口 社人研推計値（ 令和元年） 社人研推計値（ 令和5 年）
（ 人）

実績値 推計値
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▼ 自然動態

－6 9 －6 5
－7 6 －7 6 －7 1 －7 8

－8 4
－7 3

－8 9
－1 0 5

－8 4

－5 0

4 5 3 8 3 9
2 9

4 3

2 5
3 8

2 2
3 4

4 2
3 0

2 0

1 1 4
1 0 3

1 1 5
1 0 5

9 3
1 0 9 1 0 9

1 0 0
1 1 8 1 1 5 1 1 9 1 2 5

－1 5 0

－1 0 0

－5 0

0

5 0

1 0 0

1 5 0

平成2 4 年
（ 2 0 1 2 年）

平成2 5 年
（ 2 0 1 3 年）

平成2 6 年
（ 2 0 1 4 年）

平成2 7 年
（ 2 0 1 5 年）

平成2 8 年
（ 2 0 1 6 年）

平成2 9 年
（ 2 0 1 7 年）

平成3 0 年
（ 2 0 1 8 年）

令和元年
（ 2 0 1 9 年）

令和2 年
（ 2 0 2 0年）

令和3 年
（ 2 0 2 1年）

令和4 年
（ 2 0 2 2年）

令和5 年
（ 2 0 2 3年）

自然動態 出生数 死亡数

（ 人）

▼ 社会動態

－4 6
－3 4 －3 1

－1 －3
－1 4

平成2 4 年
（ 2 0 12 年）

平成2 5 年
（ 2 0 1 3 年）

平成2 6 年
（ 2 0 1 4 年）

平成2 7 年
（ 2 0 1 5 年）

平成2 8 年
（ 2 0 1 6 年）

平成2 9 年
（ 2 0 17 年）

平成3 0 年
（ 2 0 1 8 年）

令和元年
（ 2 0 1 9 年）

令和2 年
（ 2 0 2 0年）

令和3 年
（ 2 0 2 1 年）

令和4 年
（ 2 0 2 2年）

令和5 年
（ 2 0 2 3 年）

（ 人）

8 4

1 7 0

2 5 3

2 1 8

2 4 9
2 2 6 2 3 3

2 5 3

2 15
1 8 2

2 1 4

2 0 4 2 2 1

2 1 6

2 5 4 2 5 2
2 8 0

2 2 9

3 0 8

2 6 7 2 6 82 6 8

2 3 4

2 0 6

2 5 4
2 1 7

－1 00

0

1 00

2 00

3 00

4 00

社会動態 転入数 転出数

－7 5

－5 3 －5 2 －5 0

出典： 住民基本台帳（ ※基準日4/1 ）
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2 . 町の産業
当町には、「 農業」「 宿泊業・ 飲食サービス業」 の集積が特に大きく 、「 建設業」「 製造業」 につ

いても 集積が見られます。

地域に付加価値（ 所得） をも たらしている産業は、「 製造業」「 宿泊業・ 飲食サービス業」 で、 こ

れらの産業の振興を図っていく こと が特に重要ですが、 主要産業の生産性が低いこと が課題です。

産業部門別にみると 、 第一次産業において就業者の減少と 高齢化が著しく 進んでおり 、 早急な

新陳代謝が求められます。 第二次・ 第三次産業においても 半数が50 歳以上と なっており、 40 歳代

までの若い労働人口の確保が課題と 言えます。

▼ 産業大分類別の就業者数と 特化係数

1 2 9  

3  0  

3 2 7  

6 8 0  6 8 0  

9  1 5  

1 0 1  

3 9 6  

1 5  

6 8  
5 4  

7 2 1  

8 8  1 1 0  

3 6 0  3 6 0  

4 0  
6 9  6 9  

0

1

2

3

4

5

6

7

8

0

1 00

2 00

3 00

4 00

5 00

6 00

7 00

8 00

（ ％）（ 人） 令和3 （ 2021） 年

従業者数（ 左軸）

特化係数（ 右軸）

農
業

、
林

業

漁
業

鉱
業

、
採

石
業

、
砂

利
採

取
業

建
設

業

製
造

業
電

気
・

ガ
ス

・
熱

供
給

・
水

道
業

情
報

通
信

業

運
輸

業
、

郵
便

業

卸
売

業
、

小
売

業

金
融

業
、

保
険

業
不

動
産

業
、

物
品

賃
貸

業

学
術

研
究

、
専

門
・

技
術

サ
ー

ビ
ス

業
宿

泊
業

、
飲

食
サ

ー
ビ

ス
業

生
活

関
連

サ
ー

ビ
ス

業
、

娯
楽

業
教

育
、

学
習

支
援

業

医
療

、
福

祉
複

合
サ

ー
ビ

ス
事

業

サ
ー

ビ
ス

業
（

他
に

分
類

さ
れ

な
い

も
の

）

出典： 令和3（ 2 02 1 ） 年 経済センサス

▼ 主副業別農家数の推移

平成1 2 年
（ 2 0 0 0 年）

平成1 7 年
（ 2 0 0 5 年）

1 2 5 1 2 6 1 1 6 9 2

2 4 0 1 8 2 1 6 4
9 3

7 7 3

5 7 4
5 0 9

4 8 1

3 6 2

1 ,1 3 8

8 8 2
7 8 9

6 6 6

4 8 9

0

2 00

4 00

6 00

8 00

1 ,0 0 0

1 ,2 0 0
主業 準主業 副業的

（ 戸）

5 9  5 9  
6 86 8

平成2 2 年
（ 2 0 1 0 年）

平成2 7 年
（ 2 0 1 5 年）

令和2 年
（ 2 0 2 0 年）

出典： 農林業センサス
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▼ 従業者と 労働生産性から 見る付加価値額〈 平成28（ 2016） 年〉

出典： RESAS

0

1 ,0 0 0

2 ,0 0 0

3 ,0 0 0

4 ,0 0 0

5 ,0 0 0

6 ,0 0 0

7 ,0 0 0

0 5 0 0 1 ,0 0 0 1 ,5 0 0 2 ,0 0 0

労働生産性（ 千円/人）

全国平均

立科町

従業者数（ 人）

全国の平均労働生産性 ： 5 ,4 4 8 .9 7（ 千円/人）

指定地域の平均労働生産性 ： 3 ,8 9 3 .3 8（ 千円/人）

産業
労働生産性
（ 千円/人）

従業者数
（ 人）

付加価値額
（ 百万円）

● 製造業 3 ,9 8 9 .8 3  5 9 0  2 ,3 5 4

● 宿泊業、 飲食サービス業 4 ,8 4 9 .2 6  4 7 1  2 ,2 8 4

● 卸売行、 小売業 6 ,1 1 4 .5 8  1 9 2  1 ,1 7 4

● 建設業 3 ,9 4 5 .5 8  2 9 4  1 ,1 6 0

● 医療、 福祉 2 ,9 6 8 .8 7  2 5 7  7 6 3

● 運輸業、 郵便業 5 ,3 4 7 .8 3  4 6  2 4 6

● 学術研究、 専門・ 技術サービス業 3 ,6 8 6 .2 7  5 1  1 8 8

産業
労働生産性
（ 千円/人）

従業者数
（ 人）

付加価値額
（ 百万円）

● 不動産業、 物品賃貸業 2 ,7 9 3 .1 0  5 8  1 6 2

● 生活関連サービス業、 娯楽業 1 ,3 3 7 .6 6  7 7  1 0 3

● サービス業（ 他に分類さ れないもの） 7 8 5 .7 1  5 6  4 4

● 電気・ ガス・ 熱供給・ 水道業 0 .0 0  0  0

● 鉱業、 採石業、 砂利採取業 0 .0 0  0  0

● その他 2 ,2 5 0 .0 0  3 2  7 2

● 秘匿・ 格付け不能等 1 ,6 8 5 .0 4  1 2 7  2 1 4

産業

「 その他」 に含まれる 産業の内訳

労働生産性
（ 千円/人）

従業者数
（ 人）

付加価値額
（ 百万円）

情報通信業 2 ,8 3 3 .3 3  1 8  5 1

教育、 学習支援業 1 ,5 0 0 .0 0  1 4  2 1

▼ 就業人口の年齢比率〈 令和2（ 2020） 年〉

出典： 令和2 （ 2 0 20 ） 年 国勢調査

総数（ 男性）（ n= 2 0 4 1 ）

総数（ 女性）（ n= 1 5 9 1 ）

第一次産業（ 男性）（ n= 3 6 8 ）

第一次産業（ 女性）（ n= 2 2 1 ）

第二次産業（ 男性）（ n= 6 9 3 ）

第二次産業（ 女性）（ n= 2 8 5 ）

第三次産業（ 男性）（ n= 9 6 6 ）

第三次産業（ 女性）（ n= 1 0 7 3 ）

分類不能の産業（ 男性）（ n= 1 4 ）

分類不能の産業（ 女性）（ n= 1 2 ）

 7 .9 %  8 .7 %  2 5 .3 %  5 0 .3 %

1 0 .5 %  1 2 .6 %  1 9 .0 %  2 1 .2 %  2 0 .0 %  1 6 .8 %

1 0 .2 %  1 2 .8 %  1 9 .7 %  2 3 .6 %  2 0 .2 %  1 3 .5 %

1 3 .0 %  1 3 .3 %  2 2 .8 %  2 7 .0 %  1 7 .0 %  6 .9 %

1 0 .9 %  1 1 .2 %  2 8 .1 %  2 6 .3 %  1 5 .8 %  7 .7 %

1 1 .6 %  1 5 .1 %  2 0 .4 %  2 1 .7 %  2 0 .2 %  1 1 .0 %

1 1 .5 %  1 4 .9 %  1 9 .7 %  2 5 .1 %  2 0 .3 %  8 .6 %

7 .1 %  7 .1 %  2 8 .6 %  2 1 .4 %  1 4 .3 %  2 1 .4 %

1 6 .7 %  1 6 .7 %  1 6 .7 %  1 6 .7 %  8 .3 %  2 5 .0 %

 9 .5 %  1 3 .6 %  2 5 .8 %  4 3 .9 %

4 .9 %

4.1%

3 .2 %

1 5 ～2 9 歳 3 0 ～3 9 歳 4 0～4 9 歳 5 0 ～5 9 歳 6 0 ～6 9 歳 7 0 歳以上

0 % 1 0 % 2 0 % 3 0 % 4 0 % 5 0 % 6 0 % 7 0 % 8 0 % 9 0 % 1 0 0 %

3 .0 %
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▼ 政策別の理想の資源配分
※30点満点で、 回答者が6つの分野に自由に配分できるよう にし た結果の平均値。

出典： 令和5（ 2 02 3 ） 年度　 住民意識調査

5 .8 4

5 .5 0

5 .0 9

5 .1 1

4 .2 6

4 .2 0

4 .0 0 4 .5 0 5 .0 0 5 .5 0 6 .0 0

（ 点）

①健康・ 福祉分野

②子育て・ 教育・ スポーツ文化分野

③産業振興分野

④環境・ イ ンフ ラ 分野

⑤安心・ 安全分野

⑥自治・ まちづく り 分野

3 . 町民が望む政策・ 施策
当町の現在の施策に対する町民の評価をアンケート で尋ねたところ、納得度については「 健康づ

く り（ 3 .2 4 ）」、「 消防体制（ 3 .1 7 ）」「 上下水道（ 3 .1 6 ）」 が上位で、「 森林整備・ 活用（ 2 .6 2 ）」「 農

業（ 2 .6 2 ）」「 観光（ 2 .6 6 ）」「 商工業（ 2 .6 9 ）」 が下位の評価となりました。

重要度については、「 移住・ 定住（ 0 .3 4 ）」「 子育て支援（ 0 .3 1 ）」「 医療確保（ 0 .2 4 ）」「 学校教

育（ 0 .2 2 ）」 が上位で、「 人権尊重・ 男女共同参画（ − 0 .2 7 ）」「 都市と の交流（ − 0 .2 5 ）」「 自然環

境（ − 0 .2 1 ）」「 健康づく り（ − 0 .2 5 ）」 が下位の評価と なりました。

重要度が平均より 高いにも かかわらず、 納得度が平均よりも 低かったのは、「 医療」「 農業」「 観

光業」「 立科ブランド 」「 道路整備」「 公共交通」「 移住・ 定住」「 デジタ ル化」 の8項目で、 これら

は、 町民目線に立つと 、 特に優先的に取組むべき施策と 捉えられています。

また、 政策別の理想の資源配分を尋ねたところ、「 健康・ 福祉分野」「 子育て・ 教育・ スポーツ文

化分野」 が特に高く 配分さ れ、「 安心・ 安全分野」「 自治・ まちづく り 分野」 の配分が低いと いう 結

果になりました。
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▼ 町の現在の施策に対する納得度・ 重要度の一覧
※黄色で着色・ ・ ・ ・ 平均値以上の項目

出典： 令和5 （ 2 0 23 ） 年度　 住民意識調査

納得度 重要度

健康づく り の促進 3 .24 − 0 .2 1

医療の確保 2 .86 0 .2 4

地域福祉の促進 2 .90 − 0 .2 0

高齢者福祉の推進 2 .92 0 .1 2

障がい者（ 児） 福祉の推進 2 .98 0 .0 6

子育て支援の充実 3 .03 0 .3 1

学校教育の充実 3 .06 0 .2 2

生涯学習の充実 2 .83 − 0 .1 3

スポーツや文化活動の充実 2 .79 − 0 .1 3

人権尊重・ 男女共同参画社会の推進 2 .94 − 0 .2 7

農業の振興 2 .62 0 .1 1

森林の整備と 有効活用 2 .62 − 0 .0 8

商工業の振興 2 .69 − 0 .2 1

観光業の振興 2 .66 0 .0 3

立科ブラ ンド の強化 2 .73 0 .1 4

地球にやさ し いまちづく り の推進 2 .87 − 0 .1 9

自然環境の保全 2 .94 − 0 .2 1

道路の整備 2 .73 0 .2 1

公共交通の整備 2 .71 0 .2 0

上下水道の整備 3 .16 − 0 .0 2

災害に強いまちづく り の推進 3 .02 0 .2 0

消防体制の充実 3 .17 − 0 .0 5

犯罪の少ないまちづく り の推進 3 .06 0 .0 6

交通安全の推進 3 .11 − 0 .0 9

消費者保護の推進 3 .02 − 0 .1 3

移住・ 定住の促進 2 .87 0 .3 4

協働のまちづく り の推進 2 .85 − 0 .1 3

都市と の交流の推進 2 .91 − 0 .2 5

デジタ ル化の推進 2 .78 0 .0 5

平均 2 .9 0 0 .0 0

最大値 3 .2 4 0 .3 4

最小値 2 .6 2 − 0 .2 7
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4 . 財政の状況
過去から 直近までの財政状況を見ると 、 健全な財政を維持していますが、 財政構造の弾力性を

示す経常収支比率は増加傾向にあり 、自主財源も 依然として乏しく 、地方交付税等の依存財源に頼

る財政運営が続いています。

物価高騰や海外経済等の様々なリスク要因から、 経済に不透明さ が増大しており 、 町税、 地方

譲与税等の一般財源の動向が定かでなく 、 一方で高齢化の進展に伴う 扶助費や医療・ 介護等社会

保障分野への繰出金が増加傾向にあるほか、 移住定住促進やデジタ ル化等を推進する取組みに係

る経費の増加等、 財政需要が増大しています。 その中で、 各公共施設の経年劣化に伴う 維持補修

費や公債費をはじめと する義務的経費、 燃料価格等の高騰による各種経費の増加にも 対応する必

要があります。 今後、 厳し い財政状況が見込まれるため、 将来を見据えた財政運営に向け、 社会・

経済や国施策の動向を注視し 、既存事業の十分な見直しと 併せて、発展に資すると 考えられる政策

の推進が求められます。

 単位： 千円

▼ 財政状況

出典： 財務省： 地方財政状況調査

平成22 年度
（ 20 10 年度）

平成27 年度
（ 2 015 年度）

令和２ 年度
（ 2 02 0年度）

令和３ 年度
（ 20 21 年度）

令和４ 年度
（ 2 022 年度）

令和５ 年度
（ 2 02 3年度）

▼収支

歳入総額 5 ,0 98 ,9 7 9 5 ,5 6 7 ,7 7 0 6 ,1 2 6 ,1 1 9 6 ,0 9 8 ,1 7 4 6 ,6 0 2 ,8 1 3 6 ,4 5 4 ,4 8 9

一般財源 2 ,93 5 ,5 0 1 2 ,9 5 0 ,4 2 0 2 ,9 5 6 ,3 1 5 3 ,2 8 0 ,1 9 1 3 ,3 2 7 ,2 7 1 3 ,7 8 8 ,6 1 6

国庫支出金 661 ,9 1 1 30 5 ,2 6 7 1 ,2 9 1 ,0 1 2 577 ,8 9 1 1 ,1 3 6 ,6 3 7 4 25 ,0 0 0

都道府県支出金 20 6 ,5 4 8 2 75 ,9 3 8 3 64 ,9 2 6 45 3 ,1 9 0 4 90 ,5 4 0 2 81 ,4 4 3

地方債 28 6 ,9 0 0 5 29 ,6 0 0 256 ,3 2 6 53 0 ,7 0 0 3 92 ,1 0 0 682 ,6 0 0

その他 1 ,0 08 ,1 1 9 1 ,5 0 6 ,5 4 5 1 ,2 5 7 ,5 4 0 1 ,2 5 6 ,2 0 2 1 ,2 5 6 ,2 6 5 1 ,2 7 6 ,8 3 0

歳出総額 4 ,5 51 ,1 1 2 4 ,8 9 0 ,6 8 0 5 ,5 3 8 ,8 2 1 5 ,5 0 3 ,5 8 3 5 ,9 4 7 ,9 2 1 5 ,7 1 1 ,5 5 4

義務的経費 1 ,45 5 ,8 6 1 1 ,2 4 7 ,2 6 9 1 ,5 3 6 ,2 0 3 1 ,7 4 4 ,6 2 8 1 ,6 9 4 ,8 8 2 1 ,9 0 2 ,3 1 6

投資的経費 7 32 ,8 0 7 1 ,0 6 7 ,7 6 7 6 38 ,1 3 2 1 ,0 4 2 ,4 7 7 70 1 ,2 9 8 8 97 ,1 0 6

う ち普通建設事業 71 2 ,9 1 0 1 ,0 3 8 ,7 1 8 3 84 ,5 1 0 62 3 ,1 8 8 59 9 ,7 1 4 8 91 ,1 0 5

その他 2 ,3 62 ,4 4 4 2 ,5 7 5 ,6 4 4 3 ,3 6 4 ,4 8 6 2 ,7 1 6 ,4 7 8 3 ,5 5 1 ,7 4 1 2 ,9 1 2 ,1 3 2

歳入歳出差引額 54 7 ,8 6 7 6 77 ,0 9 0 58 7 ,2 9 8 59 4 ,5 9 1 6 54 ,8 9 2 74 2 ,9 3 5

翌年度へ繰り 越すべき財源 54 ,0 1 6 66 ,0 6 3 10 2 ,2 4 2 33 ,3 3 7 9 ,8 3 8 6 5 ,1 6 9

実質収支 4 93 ,8 5 1 611 ,0 2 7 48 5 ,0 5 6 5 61 ,2 5 4 645 ,0 5 4 67 7 ,7 6 6

▼財政指標

経常収支比率 79 .6 7 4 .5 8 9 .7 8 4 .4 8 5 .8 8 7 .4

財政力指数 0 .3 5 0 .3 3 0 .3 7 0 .3 5 0 .3 3 0 .3 2

実質収支比率 16 .2 2 5 .5 2 0 .4 1 8 .1 2 1 .1 2 2 .3

公債費負担比率 8 .7 7 .0 6 .8 6 .7 7 .0 9 .1

実質公債費比率 1 3 .7 4 .3 7 .2 7 .8 8 .1 8 .0

将来負担比率 − − − − − −

▼財政調整基金現在高 9 39 ,9 3 2 1 ,6 1 6 ,9 6 2 1 ,2 2 7 ,1 9 9 1 ,2 2 8 ,5 6 5 1 ,2 3 0 ,3 1 4 1 ,2 2 2 ,5 9 8

▼地方債現在高 2 ,905 ,7 1 6 2 ,9 6 4 ,6 0 6 2 ,8 1 3 ,8 1 4 3 ,0 3 0 ,6 3 2 3 ,0 9 2 ,5 7 2 3 ,3 4 9 ,3 7 0
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5 . 町の可能性と 解決を図るべき 課題
①  町民が望む「 健康増進・ 高齢者福祉」「 子育て・ 教育・ 文化」 等の充実を図り 、 町民の幸福度

を高める

②  人口減少の速度を抑制するために、 定住・ 移住促進にかかる施策、 仕事をつく る施策に注力

する

③  デジタ ル技術の活用により 、 行政の効率化、 町民生活の利便性の向上、 テレワーカーの受入環

境の向上等につなげる

④  コロナ禍によって停滞した地域コミ ュニティ の活動について、時代変化に合わせた形で活性化を

図る

⑤  令和32（ 2 05 0） 年までに二酸化炭素排出量実質ゼロ（ ゼロカーボン） を目指して、 省エネ行

動や再生可能エネルギーの導入を推進する

⑥  人口減少により 、 農林業、 観光業、 商工業が縮小とならないよう 、 時代の変化に対応した支援

を推進する


